


2016年度の業績概要、今年度から始まる中期経営計画、2017年度の業績予想の順
に、ご説明いたします。



2016年度の連結業績につきましては、営業利益は5期連続で過去最高を更新し、親会社
株主に帰属する当期純利益は計画を上回って着地しました。

2017年2月期の売上高は、7月に仙台パルコ２の開業や、総合空間事業のパルコスペース
システムズの工事受注増などがあったものの、パルコの衣料品販売の不振などによる売上基
調の低下や、渋谷パルコの一時休業の影響などにより、2,683億73百万円、79億84百万
円の減収となりました。

営業利益に関しては、 2016年2月に開業した札幌ゼロゲートなどの寄与に加えて、パルコ
既存店を中心に経費を圧縮し、また、パルコスペースシステムズの工事受注増による利益増
などにより、過去最高となる128億12百万円、前年比100.3％、40百万円の増益となりま
した。

営業外損益での渋谷再開発に関わる補償金などがあり、経常利益は132億53百万円、前
年比104.6%、5億80百万円の増益となり、計画に対しても101.2％、1億53百万円のプ
ラスとなりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、大津パルコの店舗閉鎖損失などがあったものの、渋
谷再開発に伴う固定資産の売却などにより、75億25百万円、前年比124.1％、14億63
百万円の増加となりました。EBITDAは181億89百万円となっています。

2016年度の配当金は、期末配当を、当初の予定を超える12円を決定し、年間では、前年
度より3円増配し23円を配当いたします。



総資産につきましては、 仙台パルコ２の取得や渋谷再開発に伴う一時的な資産の増加などに
より、前連結会計年度末と比べ140億7百万円増加し、2,503億23百万円となりました。増減
については下の図をご参照ください。

純資産合計は1,220億39百万円となり、自己資本比率は、前年度末に比べ0.5％減少し、
48.8%となりました。

戦略的な投資に係る資金需要に対応し、有利子負債は、35億81百万円増加しました。

キャッシュ･フロー対有利子負債比
有利子負債を返済するのに現状の営業キャッシュ・フローであれば何年分必要かを表したもの
で、キャッシュ・フローの側面からみた企業の安全性を判断する指標として有用

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（単位：年） ＝ 有利子負債 ÷ 営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ
どの程度余裕を持って営業利益で借入金の利息をまかなえているかを示す指標

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）＝ 営業利益÷支払利息



連結セグメントでは、株式会社パルコを中心とする「ショッピングセンター事業」は増益、「総合空
間事業」の株式会社パルコスペースシステムズは、内装や電気工事の受注増と、新規案件の受
託などにより、増収増益を達成しました。
「専門店事業」の株式会社ヌーヴ・エイは、15店舗を出店し、2016年度末現在で全201店舗
体制となり増収となりましたが、店舗開業に伴う経費が膨らんだことなどにより、減益となりました。
「その他の事業」は、株式会社パルコ・シティはWebサイト制作などのサービス導入商業施設数が
100施設を突破するなど伸長し、増収増益を達成しましたが、パルコのエンタテインメント事業は
パルコ劇場が8月に休業したことなどにより、トータルでマイナスとなっています。
パルコ・シティは、2017年3月1日付で商号変更し、株式会社パルコデジタルマーケティングとなり
ました。今後、さらなる事業の拡大を目指してまいります。
なお、このページのセグメント別の売上高には、ゼロゲート事業の賃料収入などの営業収入が含ま
れています。



連結の販売費及び一般管理費は、パルコ既存店舗の業務委託費などの経費圧縮や、償却
方法の変更による減価償却費の減少などにより、12億 49百万円減少しました 。
設備投資は約187億円で、前年に比べ47億円減少しました。



2016年度の単体業績は、売上高は減収も、各利益は増益となりました。
売上高は2,402億21百万円で、仙台パルコ2のオープンがあったものの、衣料品販売の不振な
どによる売上基調の低下や、渋谷パルコの一時休業の影響などにより、前年比96.3％、91億
45百万円の減収となりました。
2016年2月に開業した札幌ゼロゲートなどの寄与に加えて、パルコ既存店を中心に経費を圧縮
した結果、営業利益は、118億15百万円、前年比100.7％、84百万円の増益となり、計画
に対しても、1億15百万円上回り101％となっています。
経常利益は、営業外損益での渋谷再開発に関わる補償金などにより、126億18百万円、前
年比107.6%、8億90百万円の増益となり、計画に対しても、103.4％と、4億18百万円のプ
ラスとなりました。
当期純利益は、大津パルコの店舗閉鎖損失や宇都宮パルコの減損損失などがあったものの、渋
谷再開発に伴う固定資産の売却などにより、60億49百万円、前年比102％、1億17百万円
の増益、計画に対しては110％、5億49百万円のプラスとなりました。



2017年度から2021年度の中期経営計画をご説明いたします。



パルコグループは、2014年度を初年度とした前中期経営計画期間を「成長戦略の具体的実
行ターム」として、既存業態革新や開発推進による拠点獲得、外部展開拡大に取り組みまし
た。
その結果、前中期経営計画最終年度となる2016年度は営業利益128億円と安定的な増
益を果たしました。 ただし、当初の営業利益計画値135億円に対しては、消費環境変化に
伴う店舗事業の成長鈍化や開発計画の時期ズレなどにより７億円の計画差異となりました。
事業別実行内容として、店舗事業では次なる成長のための渋谷パルコの建替え計画の具体
化を果たすと共に、福岡パルコ新館/本館増床、名古屋パルコmidi、仙台パルコ２を開業、
収益性の高い都心型店舗の管理床面積拡大による事業強化に取り組みました。
また商業施設としての付加価値拡大に向けたICT施策を具体化しました。
WEBとリアル店舗を連動させるパルコ公式スマートフォンアプリ「POCKET PARCO」や、店頭
商品の取り置き購入システムの「カエルパルコ」を立上げ、「お客様への新しい消費体験の提供
」と「出店者への新たな顧客コミュニケーションの環境の構築」を推進しました。
一方で、収益性向上のために、千葉パルコを閉店し大津パルコの店舗閉店を決定しました。
開発事業では、名古屋ゼロゲート、札幌ゼロゲート、広島ゼロゲート2を開業し、既存店舗周
辺開発によるエリア活性化に取り組みました。
さらに今後の開発案件として、三宮ゼロゲート(仮称)、京都ゼロゲート(仮称)、原宿ゼロゲート
(仮称)、沖縄/浦添西海岸計画など、未出店エリアでの拠点獲得を計画しています。
関連事業につきましては、総合空間事業、WEBコンサルティング事業などの外部展開拡大に
よる利益成長を果たしています。海外事業につきましては、日系飲食店集積ゾーン「
itadakimasu by PARCO」開業や「THE GUEST cafe&diner」の展開を果たしました。



前中期経営計画期間につきましては、増益達成ながら、都市部への人口流入による競合
環境および不動産開発競争の激化、ステークホルダーのニーズや価値観の多様化やテクノ
ロジーの急速な進化など、今後も事業環境変化の進行が見込まれます。
このような環境変化の中で、パルコグループは、長期ビジョン「都市マーケットで活躍する企業
集団」の実現に向けて、都市部への提供価値拡大に向けた事業領域の選択と集中が必
要であると認識しています。
パルコグループの成長に向けては、都心型店舗の優位性を向上させるための店舗のスクラッ
プ＆ビルドの推進と、開発ニーズへのさらなる対応や確実な利益獲得に向けた開発業態と
開発スキームのバラエティ拡大、多様化するニーズへの対応拡大に向けた当社固有の価値
提供の発展が必要であると捉えております。



パルコグループは成熟する都市において、これまでの店舗事業を主とした価値提供を超える
ニーズの拡がりを認識しております。
2017～2021年度の中期経営計画においてパルコグループは都市生活を楽しみたい消費
者、都市で活躍する事業主の多様化するニーズに対し、店舗事業を含めた全ての事業を
通じて、「心の豊かさ」、「新しい刺激」、「充足感」など、当社独自の価値提供を果たすこと
で、都市の成熟に貢献することが重要であると捉えております。
その実現に向けた事業ブラッシュアップと事業領域拡大を図り、都市における当社の存在価
値を高め、その結果事業ポートフォリオ変革が果たされることを目指します。



中期経営計画実現に向けた３つの重点戦術として、「ストアブランド進化」、「商業不動産
プロデュース」、「ソフトコンテンツ拡大」に取り組みます。
第１戦術の「ストアブランド進化」につきましては、新生渋谷パルコ創造のエッセンス波及によ
る都心型店舗の強化に取り組みます。 店舗のスクラップ＆ビルドの推進により事業優位性
を強固化するとともに、独自のテナントサービスの多様化と、パルコグループのコンテンツなどを
活用した新しいリアル体験提供により、商業空間としての魅力拡大を図ります。
第２戦術の「商業不動産プロデュース」につきましては、未出店エリアを中心とした事業拠点
拡大に向け、ゼロゲートやパルコ型、新業態創造など、開発推進に向けた「業態多様化」や
、外部企業とのJV設立、循環型不動産投資モデル活用など「開発手法多様化」を図り開
発計画を推進します。また、総合空間事業やWEBコンサルティング事業などを通じて商業
施設事業者と出店テナントへのソリューションを提供していきます。
第３戦術の「ソフトコンテンツ拡大」につきましては、エンタテインメント事業や専門店事業で
の既存コンテンツの進化と新たなコンテンツ創造に取り組みます。
また、パルコグループのインキュベーションとして、新しいクリエイターや企業と協業することで、こ
れまでに無い新しい消費体験を提供していきます。
パルコグループのICT取り組みを統合・発展させることにより、各戦術を更に推進させていきま
す。
また、当社コンテンツの海外展開や、海外有力SCとのネットワークを活用した情報発信など
アジアマーケットにおけるパルコブランド認知拡大に取り組みます。
この３つの重点戦術により事業ポートフォリオ変革の実現を目指します。



３つの重点戦術を進めるための４つの方向性に基づき事業を推進します。
まず、当社の安定基盤であるパルコ店舗事業を強固化しながら次なる成長実現に向けて商
業不動産プロデュース事業、ライフスタイル事業・エンタテインメント事業などのソフト型事業へ
の事業領域を拡大していきます。
次に、店舗事業でのスクラップ＆ビルド推進により、成長領域への経営資源の「選択と集中」
を行います。その結果、コンパクトながら収益性高い企業集団の実現を目指します。
また、当社のソフトコンテンツ・ソリューション能力をさらに高め、都市生活者と事業主の多様化
するニーズに対し、独自の提供価値の拡大に取り組みます。
そして、さらにパルコグループの独自性の源となる企業風土を発展させることにより、社会的存
在意義を拡大していきます。
その結果、J．フロント リテイリンググループビジョン『くらしの「あたらしい幸せ」を発明する』の実
現に貢献していきます。



中期経営計画期間の新生渋谷パルコ創造をグループビジョン達成の原動力と位置づけて
います。
渋谷パルコは当社の様々な新しい提案を産み出してきた独自性の原点であり、新生渋谷
パルコではこれまでの商業施設では表現できなかった新たな取組を結集させ、次世代型商
業空間を創造します。
複合型ビルであることを活かした様々な企業との接点拡大の事業化や、テナントサービスの
進化、渋谷区のエンタテインメントシティ構想への貢献によるコンテンツ拡充、世界的都市「
渋谷」での新たな商業空間創造によるグローバルへの存在感拡大など、新生渋谷パルコ創
造によるグループ事業の進化を図ります。
特に、新生渋谷パルコで創造される新たな取組・エッセンスを都心型店舗に波及させ、パル
コストアブランド進化を実現します。



新生渋谷パルコ創造のエッセンス波及による都市深耕のさらなる加速を目指します。
世界市場への影響力を持つ位置付けとなる新生渋谷パルコを頂点として、主要都市圏広
域マーケットに対しファッション・カルチャー・エンタテインメントなどを複合的に発信するカテゴリ
ー(池袋パルコ・名古屋パルコ・福岡パルコ)、都市のライフスタイルを提案するカテゴリー(仙
台パルコ・広島パルコ・静岡パルコ・札幌パルコ)への新生渋谷パルコのエッセンス波及による
ストアブランド進化に取り組んでいきます。
今後のパルコ型新店、ゼロゲート、新業態計画など、新たな開発拠点においてもその役割と
ターゲットを各カテゴリーに明確に位置付け、開発計画を推進していきます。



パルコグループは、ステークホルダーに対する財務情報の国際的な比較可能性の向上と、ビジ
ネスモデルの実態を財務諸表に、より反映させることによる理解浸透を図り、利益創出力向
上への取り組みを強化するため、今中期経営計画期間のスタートとなる2017年3月から、
国際会計基準（IFRS）を任意適用することとしました。
IFRSでの2021年度の数値目標としては、表の通り、営業収益1,214億円、営業利益
147億円、当期利益93億円を目指します。
なお日本基準からIFRS適用により、2021年度の営業利益率は、日本基準(対売上) 4.7
％に対し、IFRS(対営業収益)では12.2％と、当社の事業実態をより反映した利益率とな
ります。



なお、2016年度は渋谷パルコの建替えや千葉パルコ閉店、大津パルコの閉店決定に 伴うそ
の他の営業収益やその他の営業費用の計上など、一過性の特殊要因による営業利益押上
げがあり、修正を行った実質的な年度比較は表の通りです。
営業利益147億円、EBITDA 235億円、ROE 6.5～7％、EPS 92円を目指します。



事業別の利益ウェイトについては、店舗事業に依らない事業ポートフォリオ変革を実現しま
す。
店舗事業に集中していた利益ウェイトを、パルコ店舗事業65％、開発・ゼロゲート事業、
パルコスペースシステムズ､パルコデジタルマーケティングの商業不動産プロデュース事業
24%、そのほか、ヌーヴ・エイ、エンタテインメント事業など11％と、事業ウェイトの変革を計
画しています。



中期経営計画期間５カ年の累計の投資計画については、パルコグループの成長のための
戦略的投資として商業施設開発や新規事業などに404億円、経常的投資として店舗改
装や関連事業などに264億円、投資合計で668億円を計画しています。
キャッシュフローについては、５カ年で773億円以上の営業キャッシュフロー創出を計画してお
ります。



まず、パルコ店舗事業では、事業優位性の強固化と提供価値拡大に取り組みます。
店舗のスクラップ＆ビルドを行い、経営資源を収益性の高い都心型店舗に集中します。
開業は、2017年秋に上野新南館内、 2019年秋に新生渋谷パルコ、そのほか、新店２件
を計画しています。
閉店としては、大津パルコを2017年8月末で終了する予定です。
また、消費者の皆さまに対し、店舗の魅力向上に向けたリアル体験の提供拡大に取り組みま
す。
これまで取り組みの無かった新規事業主のテナント化、テナント企業との協業・業態開発や当
社専門店事業・商品事業等での新業態創造など、テナント構成進化に取り組むと共にエンタ
テインメントコンテンツや文化催事やイベントなどの展開拡大により小売を超えたリアルの楽しさ
を提供します。
出店者に対しては独自のテナントサービス提供拡大に取り組みます。
ICTを活用した独自のCRM戦略発展・店頭商品の取り置き購入システム「カエルパルコ」の活
用による店頭売上拡大やテナントの自社EC拡大に対応する店頭機能充実など、 ショップ売
上促進への取り組みにより安定的な売上を確保できる環境を構築していきます。
あわせてショップスタッフの業務効率化を推進するなど、出店者がリアル店舗での消費者コミュニ
ケーションを最大化し売上拡大を可能とするサービス提供への取り組みにより、当社への出店
メリットを拡充します。



ICT活用により店舗事業での顧客政策を進化させ、消費者にとってより有益な情報提供によ
る購買決定率の向上と、テナントサービス高度化に取り組みます。
これまでのハウスカードを主とした顧客管理を発展させ、WEB接客と店頭接客の基盤強化を
図り、相互の情報連携の強化によって購買データ量を増幅させると共に、蓄積されたデータを
消費者行動分析まで昇華させていきます。
その結果、「来店前」「館周辺」「来店中」「来店後」各段階に応じた顧客アプローチが可能と
なり、24時間いつでも最適な情報が届くことによる消費者満足度向上(購買率UP＝テナント
売上最大化)を可能とする環境構築に取り組みます。



開発計画としては未出店エリアを中心とした開発を推進し、５カ年計でゼロゲート型５件、
パルコ型４件、新業態など３件の計12件を計画しており、確実な利益創造を図ります。
開発推進力拡大に向け、ゼロゲート物件のマルチテナント展開などの業態多様化、パルコ
型物件の業態進化、外部企業協業(JV)・循環型投資モデル活用など開発スキーム多様
化に取り組みます。
グループ企業の「パルコスペースシステムズ」、「パルコデジタルマーケティング」を通じた事業主
へのソリューション提供の拡大を推進します。
「パルコスペースシステムズ」では施設運営、メンテナンス事業、内装・電気工事事業などの
事業拡大による成長を図ります。
「パルコデジタルマーケティング」ではショッピングセンター向けWEBコンサルティングサービス提
供により業容を拡大していきます。



具体的開発計画につきましては、5カ年計12件の計画のうち、2017年度開業予定物件は、
松坂屋上野店・新南館内、原宿ゼロゲート(仮称)、京都ゼロゲート(仮称)の３件で、それ以
外の発表済み開発案件は、錦糸町駅前物件、沖縄/浦添西海岸計画、新生渋谷パルコ、
三宮ゼロゲート(仮称)の４件となっています。



グループ企業の「ヌーヴ・エイ」、「エンタテインメント事業」、「海外事業」を通じて、都市生活
者に対する「豊かさ」や「刺激」、「新たなライフスタイル」の提供に取り組みます。
「ヌーヴ・エイ」では専門店サービス領域の拡大を図ります。既存業態のブラッシュアップや新
業態創造による出店の推進、ECの本格稼働による新たな売上獲得と収益性向上、外部
企業との連携による新たな事業領域の拡大に取り組みます。
「エンタテインメント事業」では、独自のライブエンタテインメント拡大とコンテンツのグローバル化
に取り組みます。新たなエンタテインメント空間となる新生パルコ劇場の開業により、これまで
以上のオリジナルコンテンツ開発を促進させるとともに、新生パルコ劇場を起点としたグローバ
ル市場へのエンタテインメントコンテンツの認知拡大を図ります。
「海外事業」では、パルコグループコンテンツの海外展開に加え、海外の有力SCとのネットワ
ーク構築による事業連携や海外企業協業による海外情報の国内展開など、アジアにおける
インバウンド、アウトバウンド両面でのパルコブランド認知拡大を図ります。



J.フロント リテイリンググループのアーバンドミナント戦略参画として、松坂屋上野店・新南館
内への出店を2017年秋に計画しております。
当社未出店エリアである上野において、松坂屋上野店との連動を図りながら、マーケットで
支持される商業施設実現を図ります。
複合型施設への出店により、当社のオペレーション能力の向上を目指します。



これまでの事業別展開を推進するための企業風土発展に取り組みます。
パルコグループは企業としての継続性向上に向け、「存在意義」、「社会的責任」、「事業効
率性」、「ガバナンス」を重視した経営基盤の上に、「水平コミュニケーション」、「ダイバーシティ
/インクルージョン経営」、「働き方改革」など、従業員が今以上に能力を発揮できる環境を
構築します。
その環境の上で、社員の発想力と社外の才能を「コラボレーションする力」と、挑戦・実験に
より「実現させる力」が発揮され、『マーケットの期待を超えるムーブメントを創造する企業風
土』を発展させていきます。



2017年度の業績予想などについてご説明いたします。



2017年度の業績予想は、IFRSによるものです。
新しい中期経営計画の初年度となる2017年度の業績は、松坂屋上野店・新南館内への
出店や2016年度に開業した仙台パルコ2の効果を見込み、増収を計画しています。が営業
利益は、ヌーヴ・エイで利益増などが見込まれ、パルコとしては、仙台パルコ2など前年度の開
業施設による利益の上乗せや渋谷の受取補償金があるものの、2016年度の渋谷パルコの
一時休業や千葉パルコの閉店の影響、資産の増加に伴う減価償却費の増加などや2016
年度の渋谷の固定資産売却の影響もあり、減益の予想となっています。
親会社の所有者に帰属する当期利益は、金融収支などの影響があり、同様に減益の予想と
なっています。



このページは、2017年度の業績予想を日本基準に組み替えたものです。
ページ下のグラフは、営業利益と当期純利益の前年との増減を分解したものです。
日本基準での営業利益の減少要因は、主に渋谷パルコ休業の影響によるものです。
また、当期純利益の減少は、主に、前年2016年度にあった大津の店舗閉鎖損失がなく
なったプラスがあるものの、同様に前年にあった渋谷の固定資産売却益がないことなどによる
ものです。



2017年度のその他の主な計画として、設備投資は、約154億円を計画しています。
配当は、１株当たりの、中間配当を11円、年間では、配当23円を予定しています。
また、2017年度の開業案件としては、J.フロント リテイリングとの協業案件である松坂屋上
野店・新南館内への出店と、注目度の高い商業エリアへの出店となる、渋谷区神宮前の
「原宿ゼロゲート」（仮称）、京都四条通の「京都ゼロゲート」（仮称）の開業を予定して
います。
パルコ既存店の改装は、実施予定面積約44,000㎡を計画しています。




